
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年２月13日

【四半期会計期間】 第107期第３四半期(自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日)

【会社名】 スタンレー電気株式会社

【英訳名】 Stanley Electric Co.，Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　北　野　隆　典

【本店の所在の場所】 東京都目黒区中目黒２丁目９番13号

(上記は登記上の本店所在地であり、本社業務は下記「最寄り

の連絡場所」において行っております。)

【電話番号】 －

【事務連絡者氏名】 －

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号

【電話番号】 03(6866)2222

【事務連絡者氏名】 執行役員・経理部門長　　飯　野　勝　利

【縦覧に供する場所】 スタンレー電気株式会社　大阪支店

　 (大阪市淀川区西中島７丁目１番５号)

　 スタンレー電気株式会社　名古屋支店

　 (名古屋市東区葵３丁目22番８号)

　 株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 　

　

EDINET提出書類

スタンレー電気株式会社(E01880)

四半期報告書

 1/24



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 　

回次
第106期
第３四半期
連結累計期間

第107期
第３四半期
連結累計期間

第106期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 186,235 171,280 248,081

経常利益 (百万円) 24,093 16,647 32,579

四半期(当期)純利益 (百万円) 13,665 7,223 17,112

四半期包括利益
又は包括利益

(百万円) 6,471 △1,149 12,958

純資産額 (百万円) 210,279 208,379 216,769

総資産額 (百万円) 291,762 289,152 297,967

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 78.93 42.14 98.95

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― 98.94

自己資本比率 (％) 67.1 66.9 67.5

　

回次
第106期
第３四半期
連結会計期間

第107期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 27.57 17.31

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第106期第３四半期連結累計期間及び第107期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。　　

４　第106期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社並びにグループ各社（以下、当社グループ）が営んでいる事業

の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いて重要な変更があった事項は、次のとおりです。なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日

現在において当社グループが判断したものであります。

　

(9) 法律・規制、その他に関するリスクについて

　当社グループは、日本をはじめ、米州、アジア・大洋州、中国、欧州等の諸地域で事業を展開しておりま

す。これらの市場での事業展開・進出には、例えば、以下のようなリスクが内在しており、これらの事態が

発生した場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

・公正な競争に関する規制、知的財産権、製造物責任、環境、労務、租税、通貨管理等に係る諸地域の各種

法令や規則の予期しない変更、各種法令や規則に基づく当局による措置、これらに対応する費用の増

加　　　　　　　　

・不利な政治的要因の発生、テロ、紛争、疫病、その他の要因による社会的及び経済的混乱

・労働環境の変化や人材の採用と雇用の難しさ

(10)訴訟その他の法的手続にかかわるリスクについて

　当社グループの技術開発は、他社製品と差別化できる技術・ノウハウを蓄積してきておりますが、第三

者が当社グループの知的財産権を使用し類似した製品を製造することを完全には防止できない可能性が

あります。また、当社グループが事業活動を展開する上で、知的財産権、製造物責任、環境、労務等、様々な

訴訟、規制当局による措置その他の法的手続により、当社グループに対して損害賠償請求、規制当局によ

る金銭的な賦課又は事業活動に関する制約が生じる可能性があります。これらの事態が発生した場合に

は当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等に、変更及び新たな締結等はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災で大きな打撃を受けた生産活動等も

徐々に回復し、景気は緩やかに持ち直しつつあります。しかしながら、回復基調にあった自動車、エレクト

ロニクス産業等の生産活動は、10月に発生したタイの洪水の影響により減退しました。

また、海外に目を向けますと、欧州の債務危機を背景とした世界的な金融問題はいまだ不透明であり、

海外経済の減速懸念が高まる等、景気の先行きは依然不透明な状況が続いております。

以上のような厳しい経済環境ですが、当社グループでは、市場・顧客ニーズを的確に捉えた製品開発、

受注拡大を目指した営業力強化、生産工程や間接部門の徹底的なムダ取りといった「生産革新活動」に

よる生産性向上、原価低減等を着実に実行し、成果をあげております。しかしながら、東日本大震災により

日系企業が国内外で低迷した影響は大きく、また、10月にタイで発生した洪水の影響もあり、当第３四半

期連結累計期間においては、売上高は1,712億８千万円(前年同期比8.0％減)、営業利益は156億６千９百

万円(前年同期比31.0％減)、経常利益は166億４千７百万円(前年同期比30.9％減)、四半期純利益は72億

２千３百万円(前年同期比47.1％減)となりました。

なお、タイの洪水の影響を受けた、当社グループの２拠点（連結子会社のAsian Stanley

International Co., Ltd.及び持分法適用関連会社のThai Stanley Electric Public Co., Ltd. ）で

は、11月中旬以降、被害の少なかった一部のラインから生産を再開しております。今後も、従業員の安全確

保を最優先とし、周辺地域の状況、サプライチェーンの状況等を慎重に見極めながら、復旧を進めてまい

ります。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　①　自動車機器事業

　世界の自動車生産及び販売台数は前年比で増加傾向となっておりますが、日系カーメーカー等の生産

は、東日本大震災からの生産復旧途上においてタイの洪水の影響を受ける等、まだ回復の途上にありま

す。

　このような市場環境の中、当社グループの自動車機器事業の売上高及び営業利益は減収減益となりま

した。

　その結果、当第３四半期連結累計期間における自動車機器事業の売上高は1,190億６千７百万円(前年

同期比8.2％減)、営業利益は148億６千２百万円(前年同期比19.6％減)となりました。

　なお、足元の市場は回復傾向となっているものの、東日本大震災及びタイの洪水により日系企業が国

内外で低迷した影響は大きく、このような結果となりましたが、今後の売上高拡大に向けた生産体制の

構築を行い、収益性の確保を目指します。

　②　コンポーネンツ事業

　当セグメントが関連する自動車及びエレクトロニクス市場は、自動車市場等のサプライチェーンの生

産復旧が進む一方で、タイの洪水の影響を受け、一部の製品においては生産活動の低下を余儀なくされ

ました。

　このような市場環境の中、当社グループのコンポーネンツ事業（ＬＥＤ、液晶等）の売上高及び営業

利益は、総じて減収減益となりました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間におけるコンポーネンツ事業の売上高は183億５千３百万円(前

年同期比18.1％減)、営業利益は12億７千７百万円(前年同期比64.5％減)となりました。

　今後は、市場回復を背景に、引き続き製品ラインナップの拡充等を実施し、売上高拡大を目指します。
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　③　電子応用製品事業

　当セグメントが関連する自動車及びエレクトロニクス市場は、自動車市場等の生産復旧が進む一方

で、タイの洪水の影響を受け、一部の製品においては生産活動の低下を余儀なくされました。

このような市場環境の中、当社グループの電子応用製品事業（ＬＥＤ照明製品、液晶用バックライ

ト、ストロボ、操作パネル等）の売上高及び営業利益は、総じて売上高はほぼ横ばいで推移し、営業利益

は減益となりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間における電子応用製品事業の売上高は337億７千７百万円(前

年同期比0.4％減)、営業利益は19億１千２百万円(前年同期比7.2％減)となりました。

今後は、市場回復を背景に、引き続き市場・顧客ニーズを的確に捉えた製品開発を実施し、売上高拡

大を目指します。

 (2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は2,891億５千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ

88億１千４百万円減少しております。主な要因は、流動資産が６億１千６百万円増加したものの、投資そ

の他の資産が77億円減少したことによるものです。流動資産の主な増加は、配当金の支払いと自己株式を

取得したことにより現金及び預金が減少したものの、前第４四半期連結会計期間に比べ、当第３四半期連

結会計期間の売上が増加したことにより受取手形及び売掛金が増加したこと及びたな卸資産の増加等に

よるものです。また、投資その他の資産では、株価の下落に伴い投資有価証券が減少しております。

負債は807億７千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億２千５百万円減少しております。主な

要因は、前第４四半期連結会計期間に比べ、当第３四半期連結会計期間の仕入が増加したことにより支払

手形及び買掛金が増加したものの、株価の下落に伴い投資有価証券が減少したことにより、過去の評価益

に係る繰延税金負債が減少したこと等によるものです。

　純資産は2,083億７千９百万円となり、前連結会計年度末に比べ83億８千９百万円減少しております。主

な要因は、その他の包括利益累計額が88億５千６百万円減少し、株主資本が10億１千８百万円増加したこ

と等によるものです。その他の包括利益累計額の減少は、円高に伴い為替換算調整勘定が減少したこと等

によるものです。また、株主資本の増加は、配当金の支払いや自己株式の取得があったものの、四半期純利

益の計上によるものです。

 (3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。
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なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」とい

います。）を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

 

一  基本方針の内容（概要）

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉である①当社が長年

培ってきた“光技術”及びそれを維持・発展させる技術力やノウハウ、②多様な市場、顧客に対応する幅

広い事業分野及びそれを維持・発展させるノウハウ、③自動車メーカー、エレクトロニクスメーカーと

いった優良な顧客との間で長期にわたって築かれてきた友好的な取引関係及び厚い信頼関係、④当社の

革新的な企業文化や高い技術力を支え、生産活動を通じて蓄積されてきたノウハウや技能を有する優秀

な従業員の存在、といった有形無形の財産を理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的か

つ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案がなされた場合、その判断は最終的には株主全体の意思に

基づき行われるべきものと考えております。また、当社株式について大量買付がなされた場合、これが当

社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定するものではあ

りません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て大量買付の対象となる会社の企業価値・

株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、その株主に株式の売却を事実上強要するおそれが

あるもの、大量買付の対象となる会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討し、ある

いはその取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、大量買付の対象とな

る会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの

等、大量買付の対象となる会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

このように当社株式の買付けを行う者が、当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に

確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになり

ます。当社は、このような濫用的な買収に対しては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし

ては不適切であり、必要かつ相当な対抗措置を講じることが必要であると考えております。

 

二　基本方針実現のための取組み（概要）

１．基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、グループ共有の基本的価値観である『スタンレーグループビジョン』を目指し、達成すべき10

年間の目標として「スタンレーグループ第２長期経営目標」を策定しました。そして、この第２長期経営

目標を段階的に実現していくため、平成22年４月から３ヶ年毎の「中期３ヶ年経営計画」を策定し、実行

を開始しています。

　第Ⅳ期中期３ヶ年経営計画（平成22年４月～平成25年３月）は、「キャッシュフロー経営の強化」「新

事業創出の基盤確立」「挑戦する風土の定着」を最重要事項として位置づけております。
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以上の取り組みにより、いかなる環境下でもキャッシュを創出する強靭な企業体質を形成し、成長し続

けることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を最大化できるものと考えております。

また、当社は、コンプライアンス及びリスク管理の徹底により企業としての社会的責任を果たしていく

ことが、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上を図る上で不可欠な要素と考え、コーポレート・

ガバナンスに従来から取り組んでおります。当社では、独立した社外監査役３名を含む５名の監査役が、

独立した内部監査組織であるコーポレートガバナンス推進室と緊密な連携をとりつつ、経営の透明性を

高めるべく公正中立な観点から取締役の職務執行の監査を実施しております。さらに、平成22年６月29日

開催の第105回定時株主総会において、社外取締役１名が選任されました。また、意思決定・監督機能と業

務執行機能を分離し、それぞれの責任を明確化するため、執行役員制度を導入しております。加えて、個々

の従業員における遵法意識を醸成し、その社内定着を図るため、平成17年に『スタンレーグループ行動規

範』を制定するとともに、社内教育にも注力しており、全社一丸となって企業価値の向上に努めておりま

す。

　

２．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを　　　　

　　　　　　     防止するための取組み

当社は、平成22年５月24日開催の当社取締役会において、一で述べた基本方針に照らし、当社株式の大

量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）を継続的に導入すること

を決定し、平成22年６月29日開催の第105回定時株主総会において、本プランの継続的導入につき承認を

得ております。

　本プランは、以下の①又は②に該当する買付等がなされる場合を適用対象とします。

①当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付その他の取得

②当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の

株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付け

当社の株券等について買付等を行おうとする者は、買付等の開始又は実行に先立ち、別途当社の定める

書式により、本プランの手続を遵守する旨の誓約文言等を含む書面等（以下「意向表明書」といいま

す。）を当社に対して提出していただきます。当社は、意向表明書を受領した日から10営業日以内に、買付

説明書の様式を買付者等に対して交付いたします。買付者等は、当社が交付した書式に従い、買付内容等

の検討に必要な情報等（以下「本必要情報」といいます。）を記載した買付説明書を当社取締役会に対

して提出していただきます。当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを、経営陣から独

立している社外取締役、社外監査役等で構成される独立委員会に送付します。独立委員会は、当該買付説

明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限

（原則として、60日を上限とします。）を定めた上、追加的に情報を提供するよう求めることがあります。

独立委員会は、買付者等から買付説明書及び独立委員会が追加的に提出を求めた情報（もしあれば）が

提出された場合、当社取締役会に対しても、適宜回答期限（原則として60日を上限とします。）を定めた

上、買付者等の買付等の内容に対する意見等を提供するよう要求することができます。独立委員会は、買

付者等及び当社取締役会からの情報等を受領してから原則として最長60日間が経過するまでの間、買付

等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の経営計画・事業計画等に関する情報収集・比較検討、及び当

社取締役会の提供する代替案の検討等を行います。
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独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、その他買付者等の買付等

の内容の検討の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすおそれのある買付等である場合等、本プランに定める要件のいずれかに該当し、新株予約権の無償割

当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当て

を実施することを勧告します。独立委員会は、買付等について発動事由が存しないと判断した場合、当社

取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施すべきでない旨の勧告を行います。新株予約権の無償

割当てを実施する場合、当該新株予約権は、金１円を下限として当社株式の１株の時価の２分の１の金額

を上限とする金額の範囲内において、当社取締役会が決定した金額を払い込むことにより行使し、普通株

式１株を取得することができるものとします。また、当該新株予約権には、買付者等による権利行使が認

められないという行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社普通株式１株と引換えに新株予約権１

個を取得することができる旨の取得条項が付されるものとします。

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して、新株予約権の無償割当ての実施又は不実施

等に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行うものとします。なお、当社取締役会は、本プラン

に従った新株予約権の無償割当てを実施するに際して、独立委員会が新株予約権の無償割当ての実施に

際して予め株主総会の承認を得るべき旨の留保を付した場合、又は買付等について発動事由の該当可能

性が問題となっており、株主意思を確認することが適切と判断する場合には、株主総会を招集し、新株予

約権の無償割当ての実施に関する株主の皆さまの意思を確認することができるものとします。

 

本プランの有効期間は、平成22年６月29日開催の第105回定時株主総会の終結の時から３年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。ただし、有効期間の満了

前であっても、当社の株主総会において、新株予約権の無償割当てに関する事項を決定する権限の当社取

締役会への委任を撤回する旨の決議が行われた場合又は取締役会において本プランを廃止する旨の決議

が行われた場合には、本プランは廃止されるものとします。また、本プランの有効期間中に独立委員会の

承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。当社は、本プランの廃止又は変更等が

なされた場合には、当該廃止又は変更等の事実及び（変更等の場合には）変更等の内容その他の事項に

ついて、情報開示を速やかに行います。なお、本プランの継続的導入にあたっては、新株予約権の無償割当

て自体は行われませんので、株主及び投資家の皆さまに直接具体的な影響が生じることはありません。

 

三　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

二１.に記載した基本方針の実現に資する特別な取組みは、一に記載した基本方針に従い、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではあ

りません。また、当社取締役会といたしましては、二２.に記載した本プランも、以下の事項を考慮し織り

込むことにより、基本方針に従い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に沿うものであり、当社の会

社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えています。
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(1)  企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じる

べきか否かを株主の皆さまが判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報

や時間を確保したり、株主の皆さまのために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保することを目的として導入されるものです。

　

(2)  株主意思の重視

当社取締役会は、本プランで定めるとおり、一定の場合には株主総会において本新株予約権の無償

割当ての実施に関する株主の皆さまの意思を確認することができることとしております。加えて、本

プランには、有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、その有効期

間の満了前であっても、当社株主総会において当社取締役会への上記委任を撤回する旨の決議が行

われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。その意味で、本プランの消長に

は、株主の皆さまのご意向が反映されることとなっております。

　

(3)  独立性のある社外取締役等の判断の重視及び第三者専門家の意見の取得

本プランの発動に際しては、独立性のある社外取締役等のみから構成される独立委員会による勧

告を必ず経ることとされています。さらに、独立委員会は、当社の費用において独立した第三者専門

家等の助言を受けることができるものとされており、独立委員会による判断の公正さ・客観性がよ

り強く担保される仕組みとなっております。

　

(4)  合理的な客観的要件の設定

本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取

締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

 (4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は40億６千２百万円であります。

　
　

EDINET提出書類

スタンレー電気株式会社(E01880)

四半期報告書

 9/24



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 750,000,000

計 750,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 180,000,000180,000,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は
100株であります。

計 180,000,000180,000,000─ ─

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年10月12日
(注)

△1,340 180,000─ 30,514 ─ 29,825

(注)  発行済株式総数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成23年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

10,311,400
─ ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

170,863,600
1,708,636 ─

単元未満株式
普通株式

165,000
─ ─

発行済株式総数 181,340,000─ ─

総株主の議決権 ─ 1,708,636 ─

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。 

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

スタンレー電気株式会社
(自己保有株式)

東京都目黒区中目黒
２丁目９番13号

10,311,400─ 10,311,4005.69

計 ― 10,311,400─ 10,311,4005.69

(注) １　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。

２　当第３四半期会計期間末日現在において、所有する自己株式数は8,971,706株、発行済株式総数に対する所有自

己株式数の割合は4.98％であります。

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 59,007 51,197

受取手形及び売掛金 44,075 ※2
 47,852

有価証券 11,139 9,602

たな卸資産 15,606 19,029

繰延税金資産 3,056 2,512

その他 8,121 11,402

貸倒引当金 △44 △19

流動資産合計 140,961 141,578

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 40,483 43,056

機械装置及び運搬具（純額） 27,133 27,799

工具、器具及び備品（純額） 10,902 11,772

土地 12,566 12,544

リース資産（純額） 307 377

建設仮勘定 16,122 10,281

有形固定資産合計 107,516 105,832

無形固定資産 2,322 2,276

投資その他の資産

投資有価証券 42,526 34,391

繰延税金資産 947 893

その他 3,693 4,181

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 47,166 39,465

固定資産合計 157,005 147,574

資産合計 297,967 289,152
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 31,867 ※2
 35,318

短期借入金 6,452 5,338

リース債務 103 130

未払法人税等 2,315 1,170

繰延税金負債 32 67

賞与引当金 3,301 1,359

役員賞与引当金 148 114

その他 11,315 14,085

流動負債合計 55,537 57,585

固定負債

社債 10,000 10,000

リース債務 210 253

繰延税金負債 8,150 4,649

退職給付引当金 4,748 5,462

役員退職慰労引当金 123 72

資産除去債務 68 78

その他 2,358 2,670

固定負債合計 25,660 23,187

負債合計 81,198 80,772

純資産の部

株主資本

資本金 30,514 30,514

資本剰余金 29,825 29,825

利益剰余金 164,017 164,368

自己株式 △16,793 △16,125

株主資本合計 207,564 208,582

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 13,329 9,939

為替換算調整勘定 △19,686 △25,152

その他の包括利益累計額合計 △6,356 △15,212

新株予約権 18 48

少数株主持分 15,542 14,960

純資産合計 216,769 208,379

負債純資産合計 297,967 289,152
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 186,235 171,280

売上原価 140,140 131,630

売上総利益 46,094 39,649

販売費及び一般管理費 23,389 23,980

営業利益 22,705 15,669

営業外収益

受取利息 397 368

受取配当金 301 364

持分法による投資利益 931 252

受取ロイヤリティー 692 599

雑収入 375 940

営業外収益合計 2,698 2,524

営業外費用

支払利息 222 228

為替差損 689 889

雑損失 397 428

営業外費用合計 1,309 1,546

経常利益 24,093 16,647

特別利益

固定資産売却益 124 336

特別利益合計 124 336

特別損失

災害による損失 － ※1
 4,555

固定資産除却損 441 306

固定資産臨時償却費 ※1
 851 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 33 －

特別損失合計 1,326 4,861

税金等調整前四半期純利益 22,891 12,123

法人税等 6,796 3,549

少数株主損益調整前四半期純利益 16,095 8,573

少数株主利益 2,429 1,350

四半期純利益 13,665 7,223
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 16,095 8,573

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △420 △3,394

為替換算調整勘定 △8,665 △5,379

持分法適用会社に対する持分相当額 △538 △949

その他の包括利益合計 △9,624 △9,723

四半期包括利益 6,471 △1,149

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,465 △1,633

少数株主に係る四半期包括利益 1,005 483

EDINET提出書類

スタンレー電気株式会社(E01880)

四半期報告書

16/24



【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(会計方針の変更)

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６

月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年

６月30日）を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オ

プションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評

価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　なお、当社は前第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用しております。また、前第３四半期連結累計期間の１株当

たり情報の算定にあたり、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月

30日）を適用しております。

 
(連結納税制度の適用)

第１四半期連結会計期間より、連結納税制度を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

　１. 偶発債務

　　　保証債務

      金融機関からの借入に対し、債務保証を行ってお

ります。　

従業員の住宅資金借入金 5百万円　

　１. 偶発債務

　　　保証債務

同左

 

従業員の住宅資金借入金 3百万円　
――――――――――――― ※２．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の

休業日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、当第３四半期連結会計期間末残高に含

まれております。

受取手形 279百万円

支払手形 151百万円

　２. コミットメントライン契約

　当社は資金調達の効率化及び安定性の確保を目的

とし、取引金融機関10社とシンジケーション方式に

よるコミットメントライン契約を締結しておりま

す。

　この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。

コミットメント

ラインの総額
10,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 10,000百万円

　３. コミットメントライン契約

　当社は資金調達の効率化及び安定性の確保を目的

とし、取引金融機関10社とシンジケーション方式に

よるコミットメントライン契約を締結しておりま

す。　

　この契約に基づく当第３四半期連結会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメント

ラインの総額
10,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 10,000百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

※１．固定資産臨時償却費

  当社本社建物の建替えを決定したことに伴い、　　　

　　　　　　取壊し予定の建物等の耐用年数を見直し、従

来と　　変更後の帳簿価額との差を固定資産臨時償却

費に　　計上しており、内容は次のとおりであります。

　　　　建物及び構築物　　　　　　　 　　851百万円

────────

──────── ※１. 災害による損失の内訳は次のとおりであります。

　
　

　

災害による操業・営業休止期間
中の固定費

4,286百万円

復旧支援費用 162百万円

災害資産の原状回復費用等 35百万円

災害によるたな卸資産の滅失損
失

30百万円

その他 39百万円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びの

れんの償却額は、次のとおりであります。
　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日 
 至　平成23年12月31日)

減価償却費 13,579百万円

のれんの償却額 28百万円
　

減価償却費 13,222百万円

のれんの償却額 －百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)
　

１　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月24日
取締役会

普通株式 2,262 13.00平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 2,239 13.00平成22年９月30日 平成22年11月29日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　
　　　該当事項はありません。

　
２　株主資本の著しい変動に関する事項

　

　　　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)
　

１　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月23日
取締役会

普通株式 2,239 13.00平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

平成23年10月28日
取締役会

普通株式 2,223 13.00平成23年９月30日 平成23年11月29日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの
　

　　　該当事項はありません。

　

２　株主資本の著しい変動に関する事項
　

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
自動車
機器事業

コンポーネ
ンツ事業

電子応用
製品事業

その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 129,77022,415 33,898 150 － 186,235

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

73 6,395 70 1,622 △8,162 －

計 129,84328,811 33,968 1,773 △8,162 186,235

セグメント利益 18,495 3,596 2,062 12 △1,460 22,705

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない身体障害者雇用促進事業、グループに対する金融・

 経営サービス等の事業活動を含んでおります。

　　 ２　セグメント利益の調整額△1,460百万円には、セグメント間取引消去1,927百万円、のれん償却額△28百万円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△3,398百万円、たな卸資産の調整額△45百万円、固定資産の調整額83百

万円等が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない基礎的試験研究費及び管理部門に係

る費用であります。

　　 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

    当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
自動車
機器事業

コンポーネ
ンツ事業

電子応用
製品事業

その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 119,06718,353 33,777 81 － 171,280

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

168 7,746 325 1,337 △9,579 －

計 119,23526,100 34,103 1,419 △9,579 171,280

セグメント利益又は
損失(△)

14,862 1,277 1,912 △15 △2,368 15,669

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない身体障害者雇用促進事業、グループに対する金融・

 経営サービス等の事業活動を含んでおります。

　　 ２　セグメント利益の調整額△2,368百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△4,210百万円、セグ

メント間取引消去1,818百万円等が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない基礎的試験

研究費及び管理部門に係る費用であります。

　　 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 78.93円 42.14円

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 13,665 7,223

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 13,665 7,223

普通株式の期中平均株式数(千株) 173,151 171,402

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

　

(会計方針の変更)

　第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成

22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号　平成22年６月30日）を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するス

トック・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オ

プションの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しておりま

す。

　これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額は、78円92銭であります。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　
２ 【その他】

　　平成23年10月28日開催の取締役会において、次のとおり中間配当を行う旨決議いたしました。

      ① 中間配当金の総額　　　　　 　      　　　　　　　　　2,223百万円

      ② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　 　　       　　 13.00円

      ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　   　 　平成23年11月29日

      ④ 中間配当基準日　　　　　　　　　　　　　   　 　平成23年９月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月13日

スタンレー電気株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士    野　　村　　哲　　明    ㊞

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士    森　　本　　泰　　行    ㊞

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士    秋　　山　　俊　　夫    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスタ
ンレー電気株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平
成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スタンレー電気株式会社及び連結子会社の平
成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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